様式第３号（第５条関係）
誓　　約　　書
　次の１～４のいずれにも該当することを誓います。
　なお、このことに反する事実が判明したことにより補助金の交付の決定が取り消された場合には、交付された補助金を定められた期限内に全額返還すること及び交付決定がなされた場合に子ども食堂等の名称及び所在地が公表されることについて同意します。
１　自己及び本事業実施主体の構成員・役員等が、次のアからウまでのいずれに
も該当するものではないこと。
　ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　イ　暴力団員(同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)
　ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者
２　県内において継続した活動実績を有すること。

３　新型コロナウイルス感染症の拡大を防ぐ新しい生活様式に対応した活動を行うこと。
４　国、県又は市町村の同種補助事業を受けたことがないこと。
　　　　　　　　 
申請者　
　　　　　　　　　　住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　子ども食堂等の名称
　　　　　　　　　　　　　
